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グローバル・ミニマム課税、OI促進など
「令和5年度税制改正大綱」の

ポイント
こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●2022年12月16日に「令和5年度税制改正大綱」が公表された。
●政策減税ではオープンイノベーション促進税制や研究開発税制の拡充が行われ、
国際税務ではBEPSプロジェクトに関連しグローバル・ミニマム課税制度が導入
される。
●納税環境面では電子帳簿保存法についてさらなる猶予措置が盛り込まれている。
●法人税に係る付加税の導入や外形標準課税の見直しについては次年度以降に先
送りされている。

公認会計士・税理士　

宮口　徹

は
じ
め
に

２
０
２
２
年
12
月
16
日
に
令
和
５
年
度

税
制
改
正
大
綱（
以
下
、「
大
綱
」と
い
う
）

が
与
党
よ
り
公
表
さ
れ
た
。
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
や

相
続
時
精
算
課
税
の
拡
充
等
、
所
得
税
や

資
産
税
分
野
の
改
正
が
注
目
さ
れ
て
い
る

が
、法
人
課
税
の
分
野
で
は
グ
ロ
ー
バ
ル
・

ミ
ニ
マ
ム
課
税
の
導
入
が
行
わ
れ
る
。
一

方
で
防
衛
費
増
額
を
目
的
と
し
た
各
種
増

税
措
置
に
つ
い
て
は
、
内
容
は
明
記
さ
れ

た
も
の
の
、
実
施
時
期
は
２
０
２
４
年
以

降
に
先
送
り
さ
れ
た
。

本
稿
に
お
い
て
は
、
上
場
企
業
を
中
心

と
し
た
大
規
模
事
業
会
社
へ
の
影
響
が
大

き
い
と
考
え
ら
れ
る
改
正
項
目
に
絞
っ
て

要
点
を
解
説
す
る
が
、
当
然
に
す
べ
て
の

改
正
事
項
を
網
羅
す
る
も
の
で
は
な
い
た

め
ご
留
意
い
た
だ
き
た
い
。
ま
た
、
読
者

の
理
解
の
便
宜
の
た
め
、
用
語
の
記
載
を

簡
略
化
す
る
と
と
も
に
、
細
か
な
要
件
に

つ
き
記
載
を
省
略
し
単
純
化
し
た
記
載
を

行
っ
て
い
る
箇
所
も
あ
る
た
め
、
正
確
な

内
容
に
つ
い
て
は
大
綱
原
文
を
当
た
っ
て

い
た
だ
き
た
い
。
制
度
の
詳
細
に
つ
い
て

は
現
時
点
で
は
不
明
で
あ
り
、
今
後
制
定

さ
れ
る
法
律
お
よ
び
政
省
令
に
て
規
定
さ

れ
る
点
も
申
し
添
え
る
。

政
策
減
税

⑴　
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促

進
税
制

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
目
的
と

し
て
一
定
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
株

式
を
取
得
し
た
場
合
に
取
得
価
額
の
25
％

を
特
別
勘
定
の
繰
入
れ
に
よ
り
損
金
算
入

で
き
る
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進

税
制
に
つ
い
て
、
増
資
引
受
け
の
他
、
第

三
者
か
ら
の
株
式
過
半
数
取
得（
Ｍ
＆
Ａ
）

も
対
象
と
な
る
。

改
正
の
概
要
は
図
表
１
の
と
お
り
で
あ

る
。

（図表1）　オープンイノベーション対策税制（改正後）
項目 増資引受け 第三者取得

投資対象
企業

内国法人および
外国法人 内国法人のみ

取得比率 要件なし 議決権の過半数

取得
金額

下限
内国法人は1億円

（中小法人は1千万円）
外国法人は一律5億円

5億円　

上限 50億円 200億円

益金算入
事由

3年以内に下記に該当
した場合
①経産大臣の証明なし
② 株 式を保 有しなく

なった場合
③配当を受けた場合　

　　　　　等    

5年経過時点（5年以内の
事業年度において売上高
が1.7倍かつ33億円以上に
なった場合は左記②③の事
由等に該当した場合のみ）
議決権の50%超を保有しな
くなった場合　　　　　等

緊急解説

スポットライトスポットライト
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⑵　
研
究
開
発
税
制

研
究
開
発
税
制
に
つ
い
て
は
投
資
を
増

加
さ
せ
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
さ
ら
に
強

化
す
る
た
め
試
験
研
究
費
の
増
加
率
に
応

じ
た
メ
リ
ッ
ト
を
よ
り
高
め
る
一
方
、
控

除
率
の
下
限
を
引
き
下
げ
る
等
、
メ
リ
ハ

リ
の
あ
る
見
直
し
が
行
わ
れ
る（
図
表
２

参
照
）。

そ
の
他
、
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

型
の
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
研
究
開

発
型
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
定
義
見
直

し
や
、
博
士
号
取
得
者
や
経
験
を
積
ん
だ

外
部
人
材
を
取
り
入
れ
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
と
な
る
新
た
な
類
型
の
創
設
等
の
改
正

が
行
わ
れ
る
。

⑶　
特
定
資
産
の
買
換
え
特
例

実
務
上
、
利
用
頻
度
が
高
い
特
定
資
産

の
買
換
え
特
例
に
つ
い
て
、
既
成
市
街
地

の
内
か
ら
外
へ
の
買
換
え
等
が
対
象
外
と

は
な
る
も
の
の
適
用
期
限
が
３
年
間
延
長

さ
れ
る
。
最
も
利
用
さ
れ
て
い
る
長
期

（
10
年
超
）保
有
不
動
産
か
ら
国
内
の
他
の

不
動
産
へ
の
買
換
え
に
つ
い
て
は
図
表
３

の
と
お
り
本
店
の
地
方
分
散
を
促
進
す
べ

く
繰
延
割
合
が
改
正
さ
れ
る
。

資
本
取
引・
Ｍ
＆
Ａ

⑴　
ス
ピ
ン
オ
フ
税
制
の
緩
和

２
０
２
３
年
４
月
１
日
か
ら
２
０
２
４

年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
産
業
競
争
力
強

化
法
の
事
業
再
編
計
画
の
認
定
を
受
け
た

法
人
が
同
法
の
特
定
剰
余
金
配
当
と
し
て

行
う
現
物
分
配
で
完
全
子
法
人
の
株
式
が

移
転
す
る
も
の
を
株
式
分
配
に
該
当
す
る

こ
と
と
し
、
次
の
要
件
に
該
当
す
る
も
の

は
適
格
株
式
分
配
に
該
当
す
る
こ
と
と
し

て
、
子
会
社
株
式
の
無
税
移
転
が
認
め

ら
れ
る
。
現
行
の
ス
ピ
ン
オ
フ
税
制
が

１
０
０
％
子
会
社
の
全
株
式
の
分
配
の
み

を
対
象
と
す
る
の
に
対
し
、
段
階
的
な
事

業
切
出
し
を
対
象
と
す
る
改
正
で
あ
る
。

①　
そ
の
法
人
の
株
式
の
持
株
数
に
応
じ

て
完
全
子
法
人
の
株
式
の
み
を
交
付
す

る
も
の
で
あ
る
こ
と

②　
そ
の
現
物
分
配
の
直
後
に
そ
の
法
人

が
有
す
る
完
全
子
法
人
株
式
の
数
が
発

行
済
株
式
総
数
の
20
％
未
満
と
な
る
こ

と
③　
完
全
子
法
人
の
従
業
者
の
お
お
む
ね

90
％
以
上
が
そ
の
業
務
に
引
き
続
き
従

事
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
る
こ
と

④　
適
格
株
式
分
配
と
同
様
の
非
支
配
要

件
、主
要
事
業
継
続
要
件
お
よ
び
特
定

役
員
継
続
要
件
を
満
た
す
こ
と

⑤　
そ
の
認
定
に
係
る
関
係
事
業
者
ま
た

は
外
国
関
係
法
人
の
特
定
役
員
に
対
し

て
新
株
予
約
権
が
付
与
さ
れ
、ま
た
は

付
与
さ
れ
る
見
込
み
が
あ
る
こ
と
等
の

要
件
を
満
た
す
こ
と

⑵　
株
式
交
付
に
よ
る
節
税
策
の
抑

制株
式
交
付
制
度
に
係
る
株
式
譲
渡
益
の

課
税
繰
延
制
度
に
つ
い
て
、
２
０
２
３
年

10
月
１
日
以
後
に
行
わ
れ
る
株
式
交
付
か

ら
株
式
交
付
親
会
社
が
株
式
交
付
後
に
同

族
会
社（
非
同
族
の
同
族
会
社
を
除
く
）で

あ
る
場
合
に
は
対
象
か
ら
除
か
れ
る
。

株
式
交
付
制
度
は
本
来
、
本
邦
上
場
企

業
が
自
社
株
対
価
の
大
規
模
Ｍ
＆
Ａ
を
行

い
や
す
く
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
制
度

で
あ
る
が
、
次
頁
図
表
４
の
よ
う
に
企
業

オ
ー
ナ
ー
が
自
社
株
を
資
産
管
理
会
社
に

無
税
移
転
す
る
よ
う
な
ケ
ー
ス
に
多
数
利

用
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
オ
ー
ナ
ー
系
企
業

の
利
用
に
制
限
を
か
け
る
改
正
で
あ
る
。

（図表2）　試験研究費に係る税額控除制度（一般型）
区分 制度概要（改正案）

控除率
原則

＜増減試験研究費割合が12％超（上限14%）＞
　11.5％＋（増減試験研究費割合－12％）×0.375
＜増減試験研究費割合が12％以下（下限1%）＞
　11.5％－（12％－増減試験研究費割合）×0.25

上乗せ
措置

試験研究費割合が10％超の場合は下記率を上乗せ
　控除率×（試験研究費割合－10％）×0.5（上限10％）

控除
上限

原則 法人税額の25％

上乗せ
措置

（選択）

試験研究費割合が10％超の場合は下記金額を上乗せ
法人税額×（試験研究費割合－10％）×2（法人税額の
10％が上限）

＜2023年4月1日～ 2026年3月31日までに開始する事業
年度＞

増減試験研究費割合が4％を超える部分1％当たり法人
税額の0.625％（上限5％）を加算
増減試験研究費割合がマイナス4％を下回る部分1％当
たり法人税額の0.625％（上限5％）を減算

（図表3）　特定資産の買換え特例（10年超所有不動産）

区分
繰延割合

現行 改正案

原則 80％ 80%

東京都特別区から集中地域以外への本店移転 80％ 90％

集中地域以外から東京都特別区への本店移転 70％ 60％

スポットライト
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よ
る
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
て
合
意

さ
れ
た
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
課
税

（「
第
２
の
柱
」）に
つ
い
て
、
所
得
合
算

ル
ー
ル（
Ｉ
Ｉ
Ｒ
：Incom

e Inclusion 
Rule

）の
法
制
化
が
行
わ
れ
、
２
０
２
４

年
４
月
以
後
に
開
始
す
る
年
度
か
ら
適
用

さ
れ
る
。
制
度
概
要
は
図
表
５
の
と
お
り

で
あ
る
。

要
約
す
れ
ば
基
準
税
率
を
15
％
と
定

め
、
そ
れ
以
下
の
税
負
担
し
か
し
て
い
な

い
子
会
社
に
つ
い
て
は
差
額
の
税
金
を
親

会
社
所
在
地
国（
日
本
）で
徴
収
す
る
し
く

み
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル

企
業
が
行
っ
て
い
る
過
度
な
節
税
策
の
効

果
を
削
ぎ
、
先
進
国
の
税
収
を
確
保
す
る

こ
と
が
で
き
る
と
い
う
制
度
趣
旨
で
あ

る
。総

収
入
金
額
７
億
５
千
万
ユ
ー
ロ
は
本

稿
執
筆
時
点
の
為
替
レ
ー
ト
で
１
千
億
円

程
度
で
あ
り
、
相
当
数
の
日
本
企
業
が
本

制
度
の
対
象
と
な
る
と
想
定
さ
れ
る
。
対

象
企
業
に
は
相
当
な
事
務
負
担
が
か
か
る

た
め
早
期
の
準
備
着
手
が
求
め
ら
れ
る
。

ま
た
申
告
期
限
は
期
末
か
ら
１
年
３
カ
月

以
内
と
の
こ
と
で
あ
る
が
、
近
接
す
る
外

国
子
会
社
合
算
税
制
と
の
調
整
や
、
会
計

上
、
発
生
ベ
ー
ス
で
ど
う
税
額
を
計
上
す

る
の
か
等
、
今
後
の
議
論
の
展
開
が
待
た

れ
る
。

⑵　
外
国
子
会
社
合
算
税
制

外
国
子
会
社
合
算
税
制
に
つ
い
て
も
前

記
⑴
の
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
課
税
と

併
存
す
る
制
度
と
な
る
た
め
、
主
に
事
務

負
担
の
軽
減
の
観
点
か
ら
次
の
改
正
が
行

わ
れ
る
。
適
用
時
期
は
２
０
２
４
年
４
月

１
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
で

あ
る
。

①　
特
定
外
国
関
係
会
社
の
租
税
負
担
割

合
が
27
％
以
上（
現
行
：
30
％
以
上
）の

場
合
、会
社
単
位
の
合
算
課
税
の
適
用

を
免
除
す
る
。

②　
申
告
書
に
添
付
す
る
書
類
か
ら
次
の

部
分
対
象
外
国
関
係
会
社
に
関
す
る

書
類
を
除
外
す
る
と
と
も
に
、そ
の
書

類
を
保
存
す
る
も
の
と
す
る
。

・
部
分
適
用
対
象
金
額
が
な
い
部
分
対

象
外
国
関
係
会
社

・
部
分
適
用
対
象
金
額
が
２
千
万
円
以

下
で
あ
る
こ
と
等
の
要
件
を
満
た
す

こ
と
等
に
よ
り
本
制
度
が
適
用
さ
れ

な
い
部
分
対
象
外
国
関
係
会
社

③　
申
告
書
に
添
付
す
る
外
国
関
係
会
社

に
関
す
る
書
類（
外
国
関
係
会
社
の
株

主
等
に
関
す
る
事
項
を
記
載
す
る
書

類
）に
つ
い
て
、資
本
関
係
図
に
記
載
事

項
の
全
部
ま
た
は
一
部
を
記
載
す
る
こ

と
を
認
め
る
。

（図表4）　株式交付による資本再編

資産管理
会社X

対象会社
T

①取引前

支配
株主

外部
株主

100％ 80％ 20％

資産管理
会社X

対象会社
T

②株式交付

支配
株主

外部
株主

T株式T株式 X株式X株式

対象会社
T

③取引後

100％

80％

20％

資産管理
会社X

支配
株主

外部
株主

（図表5）　グローバル・ミニマム課税の概要

項目 内容

対象法人
特定多国籍企業グループ（会社等の所在地が２以
上ある企業グループで、直前４期のうち２以上の
期の総収入金額が７億５千万ユーロ以上）

構成会社 連結グループに属する会社および当該会社等の
恒久的施設等

納税額

国際最低課税額（うち、90.7％相当額が法人税、
残額が地方法人税）

＝①当期国別国際最低課税額
（国別グループ純所得－所得除外額（給与その
他の一定の費用および有形固定資産等の額
×5％））×（基準税率15％－国別実効税率）

＋②再計算国別国際最低課税額
（過年度の課税不足額）
＋③未分配所得国際最低課税額
（課税分配法を適用した投資会社等に係る税
額）

－④自国内国際最低課税額に係る税額
（注）　所在国における国別実効税率が15％未満であり、

当該国の純所得金額がある場合を例示

申告および
納付

各会計年度終了日から１年３カ月以内（一定の場
合には１年６カ月以内）

適用免除
基準

下記①および②をともに満たす場合
①　構成会社等の所在地国における直近２期の

収入金額の平均値が１千万ユーロ未満
②　構成会社等の所在地国における直近２期の

損益額の平均値が100万ユーロ未満

国
際
税
務

⑴　
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
課
税

制
度

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
／
Ｇ
20
の
各
国
税
務
当
局
に
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納
税
環
境
整
備
等

⑴　
電
子
帳
簿
保
存
法

電
子
デ
ー
タ
で
授
受
し
た
取
引
情
報
に

つ
い
て
の
電
子
保
存
に
つ
い
て
は
現
在
、
２

年
間
の
適
用
猶
予
期
間
中
で
あ
る
が
、
猶

予
期
間
終
了
後
に
新
た
な
猶
予
措
置
が
措

置
さ
れ
２
０
２
４
年
１
月
１
日
よ
り
施
行

さ
れ
る
。
具
体
的
に
は
電
磁
的
記
録
を
保

存
要
件
に
従
っ
て
保
存
す
る
こ
と
が
で
き

な
か
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
、
所
轄
税
務
署

長
が
相
当
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
、
か
つ
、

当
該
保
存
義
務
者
が
質
問
検
査
権
に
基
づ

く
当
該
電
磁
的
記
録
の
出
力
書
面（
整
然

と
し
た
形
式
お
よ
び
明
瞭
な
状
態
で
主
力

さ
れ
た
も
の
に
限
る
）の
提
示
お
よ
び
提
出

の
求
め
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

し
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
電
磁
的
記
録

の
保
存
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ

れ
る
。
そ
の
他
、
国
税
関
係
書
類
に
係
る

ス
キ
ャ
ナ
保
存
制
度
の
要
件
緩
和
や
優
良

な
電
子
帳
簿
の
範
囲
が
明
確
化
さ
れ
る
。

⑵　
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
つ
い
て
は
、
小
規

模
事
業
者
に
対
す
る
納
税
額
に
係
る
負
担

軽
減
措
置
や
一
定
規
模
以
下
の
事
業
者
に

対
す
る
事
務
負
担
の
軽
減
措
置
の
導
入
等

が
行
わ
れ
る（
詳
細
は
本
誌
23
頁
当
局
解

説
参
照
）。

⑶　
給
与
に
係
る
税
務
手
続

給
与
支
払
に
係
る
各
種
税
務
手
続
に
つ

い
て
、
源
泉
徴
収
票（
給
与
支
払
報
告
書
）

の
提
出
先
が
市
区
町
村
に
一
本
化
さ
れ
る

な
ど
事
務
負
担
が
緩
和
さ
れ
る（
図
表
６

参
照
）。

今
後
の
改
正
事
項
等

⑴　
法
人
税
に
係
る
付
加
税
の
導
入

防
衛
力
強
化
に
係
る
財
源
確
保
の
た

め
、
法
人
税
額
に
対
し
、
税
率
４
～
４
・

５
％
の
付
加
税
を
課
す
こ
と
お
よ
び
中
小

法
人
に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
課
税
標
準
と

な
る
法
人
税
額
か
ら
５
０
０
万
円
が
控
除

さ
れ
る
こ
と
が
大
綱
に
明
記
さ
れ
た
が
、

施
行
時
期
は
２
０
２
４
年
以
降
の
適
切
な

時
期
と
し
て
先
送
り
さ
れ
て
い
る
。

⑵　
外
形
標
準
課
税
の
あ
り
方

事
業
税
の
外
形
標
準
課
税
の
適
用
を
回

避
す
る
た
め
に
資
本
金
を
１
億
円
以
下
に

無
償
減
資
す
る
事
案
の
増
加
を
受
け
て
、

外
形
標
準
課
税
の
対
象
か
ら
外
れ
て
い
る

実
質
的
な
大
法
人
を
対
象
と
す
る
制
度
的

な
見
直
し
が
検
討
さ
れ
る
。
総
務
省
の
有

識
者
会
議
で
は
現
行
の
資
本
金
基
準
は
維

持
し
つ
つ
、
判
定
基
準
を
追
加
す
る
こ
と

が
提
案
さ
れ
て
お
り
、
今
後
の
議
論
が
注

目
さ
れ
る
。

　お
わ
り
に

以
上
、
令
和
５
年
度
税
制
改
正
大
綱
の

法
人
課
税
に
関
す
る
主
要
な
ポ
イ
ン
ト
に

つ
い
て
解
説
を
行
っ
た
。
グ
ロ
ー
バ
ル
大

企
業
に
と
っ
て
は
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ミ
ニ
マ

ム
課
税
の
創
設
が
最
も
影
響
が
大
き
い
も

の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
電
子
帳
簿
保
存
法

に
係
る
改
正
等
、
税
務
実
務
に
影
響
を
与

え
る
改
正
項
目
に
つ
い
て
も
詳
細
を
フ
ォ

ロ
ー
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
政

策
減
税
に
つ
い
て
は
自
社
お
よ
び
グ
ル
ー

プ
会
社
で
の
適
用
可
能
性
を
検
討
し
、
積

極
的
に
活
用
し
て
い
き
た
い
と
こ
ろ
で
あ

る
。

（図表6）　給与支払に係る税務手続
項目 改正内容 改正時期

扶養控除等
申告書

記載事項が前年から異動ない場
合は、その旨の記載によること
ができる。

2025年1月1日
以後に支払を受
けるべき給与に
係る提出分

保険料控除
申告書

以下の事項の記載を要しないこ
ととする。
①　生計を一にする配偶者その

他親族の負担すべき社会保険
料を支払った場合のこれらの
者と申告者との続柄

②　生命保険料控除の対象とな
る支払保険料等に係る保険金
等の受取人の申告者との続柄

2024年10月1日
以後の提出分

源泉徴収票

①　給与等の支払をする者が、
市区町村長に給与支払報告書
を提出した場合には、その報
告書に記載された給与等につ
いて税務署長に給与所得の源
泉徴収票を提出したものとみ
なす。

②　上記①に伴い、給与所得の
源泉徴収票の提出を要しない
給与等の範囲を、給与支払報
告書と同様に、年の中途で退
職した居住者に対するその年
中の支払金額が30万円以下
の場合とする他、所要の措置
を講ずる。

③　公的年金等の源泉徴収票の
提出方法について同様の措置
を講じる。

2027年1月1日
以後の提出分

宮口　徹（みやぐち・とおる）
公認会計士・税理士
宮口公認会計士・税理士事務所代表。早稲田
大学卒業後、朝日監査法人および大和証券
SMBC㈱を経て2002年に現PwC税理士法人
入所。以後10年超にわたり内資・外資、上場・
非上場等、多様な法人の税務申告業務および
M&Aや組織再編に係る税務コンサルティング
業務に従事するともに税制に関する関係当局
からの委託調査や税制改正に関する執筆・講
演に多数関与。公益社団法人日本証券アナリ
スト協会検定会員。著書に『Ｍ＆Ａ・組織再編
スキーム 発想の着眼点70』（共著、中央経済
社、2022）など。
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